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表紙

第54期
定時株主総会
招集ご通知

証券コード　5903

開催日時
2024年９月20日（金曜日）
午前10時

開催場所
名古屋市千種区覚王山通八丁目18番地
ホテル ルブラ王山　２階　「金鯱の間」
（末尾の会場のご案内図をご参照ください。）

決議事項
議案 剰余金処分の件

株主総会資料の電子提供制度が導入
されましたが、当社は、書面交付請
求の有無に関わらず、一律に従前ど
おり書面でお送りしております。

株主総会に出席の株主様へのお土産
は取り止めとさせていただいており
ます。

　



2024/08/21 9:44:39 / 24105305_シンポ株式会社_招集通知_電子提供措置用

株主各位

証券コード 5903
2024年９月２日

株 主 各 位
名 古 屋 市 名 東 区 若 葉 台 1 1 0 番 地

代表取締役社長 安 藤 紀 彦

第54期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。
　さて、当社第54期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますのでご案内申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上のウェブサイトに掲載しておりますので、以下のい
ずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

当社ウェブサイト：https://shinpo.jp
株主総会資料掲載ウェブサイト：https://d.sokai.jp/5903/teiji/

また、電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも
掲載しております。以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名
（会社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」を選択の上、ご
確認くださいますようお願い申し上げます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
　なお、当日のご出席に代えて、書面または電磁的方法（インターネット）により議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、３頁に記載の「議決権行使に
ついてのご案内」に従い、2024年９月19日（木曜日）午後６時までにご行使くださいますようお願
い申し上げます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2024年９月20日（金曜日）　午前10時
２．場 所 名古屋市千種区覚王山通八丁目18番地

ホテル ルブラ王山　２階　「金鯱の間」
（末尾の会場のご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第54期（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

２. 第54期（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）
計算書類報告の件

決 議 事 項
議 案 剰余金処分の件

記

以　上
　当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
し上げます。
　当日ご出席の方へのお土産等のご用意はございません。予めご了承いただきますようお願い申し上
げます。
　株主総会参考書類等の電子提供措置事項については、前記各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確
認いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りす
ることとなりましたが、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供
措置事項の記載を含む書面をお送りしております。
　なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基
づき、書面交付請求をいただいた株主様にお送りする書面からも記載を省略することとしております
ので、当該書面には記載しておりません。
　①事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」
　②事業報告の「会社の支配に関する基本方針」
　③連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
　④連結計算書類の「連結注記表」
　⑤計算書類の「株主資本等変動計算書」
　⑥計算書類の「個別注記表」
なお、これらの事項は、会計監査人又は監査役が会計監査報告又は監査報告を作成するに際して監査
した事業報告、連結計算書類及び計算書類に含まれております。
　電子提供措置事項に関して修正が生じた場合には、上記の電子提供措置をとっている各ウェブサイ
トにその旨、修正前の事項及び修正後の事項を記載させていただきます。
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株主各位

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

電磁的方法（インターネッ
ト）で議決権を行使

される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2024年９月20日（金曜日）
午前10時

2024年９月19日（木曜日）
午後６時到着分まで

2024年９月19日（木曜日）
午後６時入力完了分まで

書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、
賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なものとしてお取
り扱いいたします。
インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、インターネット
による議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

－ 3 －
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議決行使案内

インターネットによる議決権行使のご案内
ログインQRコードを読み取る方法

「スマート行使」
議決権行使コード・パスワードを

入力する方法
議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　年末年始を除く９：00～21：00）

－ 4 －
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当連結会計年度の事業の状況

（自　2023年７月 1 日
至　2024年６月30日）
事　業　報　告

１. 企業集団の現況
⑴ 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の回復な
どに伴い緩やかな回復基調にあります。
　一方で長期化するロシア・ウクライナ情勢などの地政学リスクの長期化、円安の進行に伴う
エネルギー価格・原材料価格の高騰、中国経済の持ち直しの遅れ、１月に発生した能登半島地
震による影響など、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移しました。
　当社グループの主要マーケットである焼肉業界におきましても、経済活動の正常化やインバ
ウンド需要の高まりに伴う人流の増加などにより需要は回復傾向にあります。一方で、原材料
価格やエネルギー価格の高騰による仕入価格や水道光熱費の上昇、人手不足による人件費の高
騰、物価上昇による消費者の節約志向の高まりなど依然として不透明な状況が続いておりま
す。
　海外マーケットにおきましては、主要顧客となる飲食業界は、中国経済の停滞により中国国
内の消費が伸び悩んでいるものの、それ以外の地域、特に台湾、香港や北米における需要は堅
調に推移しました。
　このような状況下で当社グループは、国内におきましては核となる無煙ロースターの販売に
加え、内装工事や空調工事などの付帯工事についても積極的に営業展開を行い、その他工事の
受注が堅調に推移しました。また、ダクト清掃やアミ洗浄サービスなどのアフターサービスに
ついても、繁盛店まるごとサポートとして既存店に対しても積極的に営業展開を行い、特にア
ミ洗浄サービスの受注が堅調に推移しました。
　また前述したように、需要が堅調な台湾、香港や北米に加え、オーストラリアなどに対して
集中的に営業展開を行い製品等の売上が堅調に推移しました。一方で景気の低迷が続く中国市
場におきましては、高級店よりも大衆店舗の出店傾向が強く、大衆店向けの製品販売を強化す
るなど中国子会社を通じて積極的な営業展開を行ってまいりました。

　その結果、当連結会計年度における業績は、売上高は7,211百万円(前期比12.8％増)、営業
利益は1,014百万円(前期比6.1％増)、経常利益は1,023百万円(前期比5.1％増)、親会社株主に
帰属する当期純利益は661百万円(前期比3.2％減)となりました。

－ 5 －
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当連結会計年度の事業の状況

品 目

第 53 期
（前連結会計年度）
（2023年６月期）

第 54 期
（当連結会計年度）
（2024年６月期）

売上高 構成比 売上高 構成比

製 品 2,078百万円 32.5％ 2,098百万円 29.1％

部 材 品 1,191 18.6 1,228 17.0

据 付 工 事 1,785 28.0 1,958 27.1

そ の 他 内 装 工 事 948 14.9 1,446 20.1

商 品 250 3.9 293 4.1

ア ミ 洗 浄 136 2.1 185 2.6

合 計 6,390 100.0 7,211 100.0

　無煙ロースター関連事業における品目別売上高は、次のとおりであります。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は90,962千円であります。その
主たる内容は、福岡アミ洗浄工場における工具器具備品の取得35,296千円、新名古屋工場に
おける製品・部品金型の更新26,730千円等であります。

③ 資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

－ 6 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な事業所

区 分 第 51 期
2021年6月期

第 52 期
2022年6月期

第 53 期
2023年6月期

第 54 期
(当連結会計年度)
2024年６月期

売 上 高 (千円) 5,497,996 6,207,361 6,390,311 7,211,164

経 常 利 益 (千円) 695,426 905,843 973,255 1,023,314

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 (千円) 512,929 532,426 682,894 661,288

１株当たり当期純利益 (円) 90.63 94.07 120.66 116.78

総 資 産 (千円) 6,766,355 7,118,487 7,716,454 8,295,528

純 資 産 (千円) 5,275,285 5,666,875 6,289,465 6,786,904

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 932.05 1,001.24 1,111.25 1,197.92

⑵ 財産及び損益の状況

（注）第52期連結会計年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３
月31日）等を適用しており、第52期連結会計年度以降の財産及び損益の状況については、当
該会計基準等を適用した後の数値を記載しております。

会社名 資本金 出資比率 主な事業内容

神府貿易(上海)有限公司 70百万円 100% 中国における無煙ロースター
の販売

⑶ 重要な子会社の状況

⑷ 対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、ロシア・ウクライナ情勢の長期化、急激な円安等の影響に伴う
エネルギー価格や原材料価格の高騰など、当面は国内外とも不透明な状況が続くものと予想され
ます。
　このような市場環境に対処するために、当社グループは、国内外ともに付加価値を有する情報
提供と機器の販売を目的とし、国内におきましては無煙ロースターの販売のみならず、空調工事
や内装工事、アミ洗浄サービスの拡充など、積極的に販売促進を図ってまいります。また海外に
おきましては中国、台湾、香港をはじめとするアジア圏や北米などを中心に海外マーケットへの
積極的な営業展開を行ってまいります。

　以上により、当社グループの次期の連結業績につきましては、売上高7,500百万円(前期比
4.0％増)、営業利益は1,200百万円(前期比18.2％増)、経常利益は1,212百万円(前期比18.5％

－ 7 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な事業所

増)、親会社株主に帰属する当期純利益は816百万円(前期比23.4％増)を見込んでおります。な
お、配当につきましては40円とさせていただく予定であります。
　当社は株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つと考えており、将来の事業拡大の
ための財務体質の強化と内部留保の充実を図りつつ、業績を鑑み前期同様積極的な利益還元を行
ってまいります。
　株主の皆様におかれましても、今後とも一層のご指導、ご支援を賜りますようお願い申し上げ
ます。

⑸ 主要な事業内容（2024年６月30日現在）
当社グループは、無煙ロースターの製造、販売及びその附帯工事を主要な事業内容としてお

ります。

本社 名古屋市名東区
北海道東北支店 札幌市白石区
東京支店 東京都北区
名古屋支店 名古屋市名東区
大阪支店 大阪府吹田市
九州支店 福岡市東区
仙台営業所 仙台市太白区
東京MS営業所 さいたま市緑区
横浜営業所 横浜市中区
福岡工場（アミ洗浄） 福岡市東区
新名古屋工場 愛知県みよし市

神府貿易（上海）有限公司 中国上海市

⑹ 主要な営業所及び工場（2024年６月30日現在）
① 当社

② 子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

125名(12名) 12名増(１名増)

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

119名(12名) 11名増(１名増) 42.2歳 9.6年

⑺ 使用人の状況（2024年６月30日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業員数であり、臨時雇用者は（　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２．当社グループは、無煙ロースターの製造販売及びその附帯工事等を内容とした事業の単一セグメント

であるため、セグメント別の記載はしておりません。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、臨時雇用者は（　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 百 五 銀 行 50,000千円

株 式 会 社 十 六 銀 行 20,000

⑻ 主要な借入先の状況（2024年６月30日現在）

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。

－ 9 －
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株式の状況、新株予約権等の状況

① 発行可能株式総数 14,775,000株
② 発行済株式の総数 6,140,850株（うち自己株式475,298株）
③ 株主数 2,048名

株主名 持株数 持株比率

ヤマタケ総業有限会社 1,956,150株 34.5％

CGML PB CLIENT ACCOUNT/COLLATERAL 614,400 10.8

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 456,400 8.1

シンポ取引先持株会 206,900 3.7

株式会社百五銀行 150,000 2.6

名古屋中小企業投資育成株式会社 150,000 2.6

種村　桂介 114,900 2.0

中頭　隆哉 95,300 1.7

國際電業株式会社 83,300 1.5

岡崎　博 77,500 1.4

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2024年６月30日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）当社は、自己株式475,298株を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。また、持
株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑵ 新株予約権等の状況
　　該当事項はありません。
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会社役員の状況

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 安 藤 紀 彦

取 締 役 片 岡 光 男 東日本統括本部長
神府貿易（上海）有限公司　董事長

取 締 役 山 田 清 久 生産管理本部長

取 締 役 谷 村 政 美 西日本統括本部長

取 締 役 田 口 茂 樹 管理本部長

取 締 役 阿 知 波 　 智 　 大 阿知波会計事務所　所長
監査法人東海会計社　代表社員

常 勤 監 査 役 瀬 木 達 也

監 査 役 光 　 岡 　 要 次 郎 光岡会計事務所　所長
ＡＢホテル株式会社　社外監査役

監 査 役 高 橋 裕 子 and LEGAL弁護士法人　弁護士

⑶ 会社役員の状況（2024年６月30日現在）
① 取締役及び監査役の状況

（注）１. 取締役阿知波智大氏は、社外取締役であります。
２. 常勤監査役瀬木達也氏、監査役光岡要次郎氏及び高橋裕子氏は、社外監査役であります。
３. 監査役光岡要次郎氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有するものであります。また、監査役の高橋裕子氏は、弁護士の資格を有しており、弁護士業
務を通して培われた専門的な知識・経験等を有しております。

４. 当社は、取締役阿知波智大氏、監査役瀬木達也氏、監査役光岡要次郎氏、及び監査役高橋裕子氏
を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届けております。

② 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社の取締役、監査役、執行役
員、会計参与及び退任役員ならびに役員の相続人であり、当社が保険料の全額を負担してお
ります。当該保険により被保険者がその地位に基づいて行った行為に起因して被保険者に対
して損害賠償請求がされた場合の法律上の損害賠償金及び訴訟費用が填補されることとなり
ます。ただし、被保険者が違法に利益又は便宜を得た場合や法令、規則又は取締法規に違反
することを認識しながら行った行為に起因する損害賠償は上記保険契約によっても填補され
ないこととなっております。

－ 11 －
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会社役員の状況

区　分 報酬等の総額
（千円）

報酬の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等
取　締　役 102,210 88,460 13,750 － ６名

（うち社外取締役） (2,430） (2,070） （360） (－) （１名）
監　査　役 7,580 6,500 1,080 － ４名

（うち社外監査役） (7,580） （6,500） （1,080） (－) （４名）
合　　　計 109,790 94,960 14,830 － 10名

（うち社外役員） (10,010） （8,570） （1,440） (－) （５名）

③ 取締役及び監査役の報酬等の総額

（注）１. 上表には、2023年９月22日開催の第53期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名
（うち社外監査役１名）を含んでおります。

2. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3. 上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額14,830千円（取締役６名に対し13,750千円（うち
社外取締役１名に対して360千円）、監査役３名に対して1,080千円（全て社外監査役））。

・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額6,195千円（取締役５名に対し6,055千円、社
外監査役２名に対し140千円）。

4. 上記のほか、2023年９月22日開催の第53期定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもっ
て退任した監査役１名（うち社外監査役１名）に対し、役員退職慰労金1,120千円を支払ってお
ります。当該金額には、過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含めた役員退職慰労引
当金の繰入額1,120千円が含まれております。

5.　取締役及び監査役の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2000年９月25日であり、取締役が
月額25,000千円（年額300,000千円）以内、監査役が月額3,000千円（年額36,000千円）以内と
決議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は４名、監査役の員数は３名（うち社
外監査役３名）であります。

④   取締役の報酬等の決定方針
１．基本方針

　当社は取締役の報酬は、職務及び就任年数を勘案すると共に経営環境、業績等を考慮し、取締役会で
の協議のもと代表取締役が決定しております。
　取締役の報酬は、経営方針を実現するための重要なインセンティブと考え、以下を基本方針としそれ
ぞれの要素を考慮した体系的な設計としております。

イ.   当社の基本理念を促すものであること。
ロ.   当社の中長期的な成長への貢献意識を高めるものであること。
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会社役員の状況

ハ.   会社業績との連動制を持つこと
ニ.   透明性や公平性及び合理性を備えた設計であること。
ホ.   これらのことが適切なプロセスを経て決定されること。

　具体的には、取締役の報酬は固定報酬、業績連動賞与で構成されています。
取締役の報酬水準については、外部環境や市場環境の変化に対して迅速な対応を行うため、同業・同規
模・他業種の役員報酬水準を参考に毎年検証を行います。

２.   報酬等の決定方針
イ. 個人別報酬

　基本報酬としての役位に応じた「固定報酬」を代表取締役等の執行側で固定報酬案を策定する。
執行側の報酬案について、報酬諮問委員会において審議し、取締役会に答申する。
報酬諮問委員会は、代表取締役・社外取締役・常勤監査役の３名で構成される。
　個人別報酬は取締役会において決定するが、代表取締役に一任する旨を決定する場合は、答申案を尊
重のうえ公平公正・透明性を確保していること等の開示を必要とする。
　当社の報酬諮問委員会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の決定方法が
当該方針に整合しており、当該決定方針に沿うものと判断しております。

ロ. 業績連動賞与
　業績連動賞与に係る業績指標は連結営業利益としております。当該指標を選択した理由は、当社の経
営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標であり、業績連動報酬の指標として適切であると
判断したためです。当連結会計年度における営業利益実績は1,014,837千円であります。

⑤ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役阿知波智大氏は、阿知波会計事務所の所長、及び監査法人東海会計社の代表社員でありま
す。当社と各兼職先との間に特別の関係はありません。

・監査役光岡要次郎氏は、光岡会計事務所の所長、及びＡＢホテル株式会社の社外監査役でありま
す。当社と各兼職先との間に特別の関係はありません。

・監査役高橋裕子氏は、and LEGAL弁護士法人の弁護士であります。当社と兼職先との間に特別の関
係はありません。
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会社役員の状況

主な活動状況

取締役 阿 知 波 　 智 　 大 当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席し、幅広い経験と
高い見識から議案審議に必要な発言を適宜行っております。

監査役 瀬 木 達 也

当事業年度に開催された取締役会13回のうち10回出席し、幅広い経験
と高い見識から議案審議に必要な発言を適宜行っております。
また、当事業年度に開催された監査役会13回のうち10回出席し、監査
結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行ってお
ります。

監査役 光 　 岡 　 要 次 郎

当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席し、公認会計士と
しての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための発言を行っております。
また、当事業年度に開催された監査役会13回の全てに出席し、監査結
果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っており
ます。

監査役 高 橋 裕 子

当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回出席し、弁護士とし
ての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っております。
また、当事業年度に開催された監査役会13回のうち12回出席し、監査
結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行ってお
ります。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

（注）監査役瀬木氏は、2023年９月22日開催の第53期定時株主総会において新たに選任されたため、取
締役会及び監査役会の出席回数が他の社外監査役と異なります。

        なお、同氏の就任後の取締役会の開催回数は10回、監査役会の開催回数は10回であります。

ハ. 責任限定契約の内容の概要
当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を当社との間で締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、あらかじめ当会社が定める金100万円と法令が定める最低責任限度額とのいずれ
か高い額としております。
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会計監査人の状況

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 17百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 17百万円

⑷ 会計監査人の状況
① 名称 仰星監査法人

② 報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査
報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報
酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 会計監査人の報酬額の同意について
　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま
え、前期の監査実績、会計監査人の職務遂行状況、監査計画における監査時間、報酬額の見積
りなどを検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行ってお
ります。

④ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑤ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任
の理由を報告いたします。
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

4,821,274

3,333,217

663,197

71,938

66,248

184,692

458,970

43,078

△68

3,474,254

2,916,260

1,091,346

57,396

1,482,891

39,817

13,249

231,557

4,079

553,914

442,811

116,202

△5,099 　

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 1,197,066
買 掛 金 91,862
短 期 借 入 金 20,000
1年内返済予定の長期借入金 50,000
リ ー ス 債 務 9,447
未 払 金 434,564
未 払 法 人 税 等 189,953
役 員 賞 与 引 当 金 14,830
そ の 他 386,409

固 定 負 債 311,558
リ ー ス 債 務 32,723
繰 延 税 金 負 債 40,312
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 54,817
退 職 給 付 に 係 る 負 債 162,285
資 産 除 去 債 務 3,640
そ の 他 17,779

負 債 合 計 1,508,624
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 6,466,887
資 本 金 639,307
資 本 剰 余 金 600,587
利 益 剰 余 金 5,413,218
自 己 株 式 △186,225

その他の包括利益累計額 320,016
その他有価証券評価差額金 270,649
為 替 換 算 調 整 勘 定 49,366

純 資 産 合 計 6,786,904
資 産 合 計 8,295,528 負 債 純 資 産 合 計 8,295,528

連 結 貸 借 対 照 表
（2024年６月30日現在）

（単位：千円）
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連結損益計算書

( 自　2023年７月 1 日
至　2024年６月30日 )

科 目 金 額
売 上 高 7,211,164
売 上 原 価 4,594,044

売 上 総 利 益 2,617,119
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,602,282

営 業 利 益 1,014,837
営 業 外 収 益

受 取 利 息 126
受 取 配 当 金 6,469
受 取 賃 貸 料 6,149
補 助 金 収 入 1,706
受 取 保 険 金 10,000
そ の 他 3,593 28,045

営 業 外 費 用
支 払 利 息 297
不 動 産 賃 貸 費 用 2,868
為 替 差 損 1,392
支 払 解 決 金 15,000
そ の 他 10 19,569
経 常 利 益 1,023,314

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 34 34

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 15,130
減 損 損 失 10,642 25,773

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 997,575
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 338,900
法 人 税 等 調 整 額 △2,612 336,287
当 期 純 利 益 661,288
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 661,288

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
リ ー ス 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 出 資 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

4,648,642
3,270,120

43,311
71,938

622,942
34,498

184,692
397,052
24,155
△68

3,507,150
2,916,260
994,889
96,457
52,510
4,886

231,557
1,482,891

39,817
13,249
4,079
960
280

2,839
586,810
442,811
36,958

112,140
△5,099 　

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 1,167,672
買 掛 金 91,860
短 期 借 入 金 20,000
1年内返済予定の長期借入金 50,000
リ ー ス 債 務 9,447
未 払 金 434,564
未 払 費 用 71,278
未 払 法 人 税 等 189,804
前 受 金 228,580
預 り 金 28,564
役 員 賞 与 引 当 金 14,830
そ の 他 28,741

固 定 負 債 313,772
リ ー ス 債 務 32,723
繰 延 税 金 負 債 42,526
退 職 給 付 引 当 金 162,285
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 54,817
資 産 除 去 債 務 3,640
長 期 預 り 保 証 金 17,779

負 債 合 計 1,481,444
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 6,403,699
資 本 金 639,307
資 本 剰 余 金 600,587
資 本 準 備 金 595,887
そ の 他 資 本 剰 余 金 4,699

利 益 剰 余 金 5,350,030
利 益 準 備 金 159,826
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,190,203
別 途 積 立 金 1,100,000
繰 越 利 益 剰 余 金 4,090,203

自 己 株 式 △186,225
評 価 ・ 換 算 差 額 等 270,649
その他有価証券評価差額金 270,649

純 資 産 合 計 6,674,349
資 産 合 計 8,155,793 負 債 純 資 産 合 計 8,155,793

貸　借　対　照　表
（2024年６月30日現在）

（単位：千円）
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損益計算書

( 自　2023年７月 1 日
至　2024年６月30日 )

科 目 金 額
売 上 高 7,132,439
売 上 原 価 4,564,011

売 上 総 利 益 2,568,427
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,530,369

営 業 利 益 1,038,058
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,488
受 取 賃 貸 料 6,149
受 取 保 険 料 10,000
そ の 他 3,377 26,016

営 業 外 費 用
支 払 利 息 227
不 動 産 賃 貸 費 用 2,868
為 替 差 損 1,211
支 払 解 決 金 15,000
そ の 他 10 19,319
経 常 利 益 1,044,755

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 34 34

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 15,130
減 損 損 失 5,981 21,111
税 引 前 当 期 純 利 益 1,023,678
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 338,900
法 人 税 等 調 整 額 △2,257 336,642
当 期 純 利 益 687,036

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2024年８月22日

シ ン ポ 株 式 会 社
取 締 役 会 御中　 仰星監査法人

名古屋事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 全 泰 之
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 合 利 弥

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、シンポ株式会社の2023年７月１日から2024年６月30日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シンポ株
式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理
に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ

とが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論づける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明
することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責
任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害
要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
2024年８月22日

シ ン ポ 株 式 会 社
取 締 役 会 御中　 仰星監査法人

名古屋事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 全 泰 之
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 合 利 弥

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、シンポ株式会社の2023年７月１日から2024年６月30日まで
の第54期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書
類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容

に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計

算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ

とが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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会計監査人の監査報告書謄本

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害
要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年７月１日から2024年６月30日までの第54期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴ 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

⑵ 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告

－ 24 －



2024/08/21 9:44:39 / 24105305_シンポ株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役会の監査報告書謄本

２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年８月23日
シ ン ポ 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役（社外監査役） 瀬 木 達 也 ㊞
監　査　役（社外監査役） 光　岡　要次郎 ㊞
監　査　役（社外監査役） 高 橋 裕 子 ㊞　

以　上
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

議　案 剰余金処分の件
　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本
としながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり第54期の期末配当をいたしたいと存
じます。

期末配当に関する事項
①配当財産の種類

金銭といたします。
②配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金40円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は226,622,080円となります。

③剰余金の配当が効力を生じる日
2024年９月24日といたしたいと存じます。

以　上
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地図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場のご案内図

会　　場　名古屋市千種区覚王山通八丁目18番地
ホテル ルブラ王山　２階　「金鯱の間」
電話（052）762-3151（代表）

交通機関　地下鉄東山線・池下駅下車　徒歩３分

至大曽根 至矢田町
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